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Ⅰ．はじめに  

地方公共団体の会計では、予算の適正かつ確実な執行に資する単式簿記・現金主義会計が採

用されていますが、資産や借金（負債）などの状況（ストック情報）、現金の移動を伴わない

減価償却費や引当金等のコスト情報の不足が指摘されていました。 

そこで、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現金主

義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償

却費等））を住民や議会等に提供するため、複式簿記・発生主義会計に基づく統一的な基準に

よる財務書類を導入しています。 

Ⅱ．財務書類について  

１．地方公会計制度 

地方公会計制度では、これまで「新地方公会計制度研究会報告書」等に示す「地方公共団体

財務書類作成にかかる基準モデル」(以下「基準モデル」という。)「地方公共団体財務書類に

かかる総務省方式改訂モデル」(以下「改訂モデル」という。)を活用し、公会計の整備推進に

取り組むことが求められていました。 

本市では、平成20年度決算から「改訂モデル」による財務書類の作成、公表を行ってきまし

た。 

このような中、財務書類の作成方式には、「改訂モデル」「基準モデル」のほか「東京都方

式」など、複数の方式が混在し、自治体間の比較が難しい等の課題もあったため、平成27年１

月の「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務省通知）」により、全ての地

方公共団体に対して、原則として平成27年度から平成29年度までの３年間で「統一的な基準」

による財務書類の作成をするよう要請があったところです。 

本市もこの要請を受け、平成28年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成して

います。 

２．「改訂モデル」から「統一的な基準」への変更 

 (1)特徴 

  「統一的な基準」では、以下の特徴があります。 

項  目 従  前 統一的な基準 

複式簿記の導入 総務省方式改訂モデルでは決算統計デ

ータを活用して財務書類を作成 

発生都度（日々）又は期末一括で複式

仕訳をすることで財務書類を作成 

（本市は期末一括仕訳） 

固定資産台帳の整備 総務省方式改訂モデルでは固定資産台

帳の整備がされていない 

（公有財産台帳により管理し、取得価

額、耐用年数等はない） 

固定資産台帳を整備することで個々の

資産の取得価額、耐用年数を管理で

き、公共施設等のマネジメントにも活

用可能（固定資産台帳を整備し、道路

などのｲﾝﾌﾗ資産の計上及び再評価によ

り資産が増加） 

比較可能性の確保 基準モデルや総務省方式改訂モデル、

その他の方式といった複数の方式が存

在（自治体間の比較が困難） 

統一的な基準による財務書類を作成す

ることで自治体間での比較が可能 
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(2)対象資産の範囲の変更 

  公有財産台帳は、建物、土地及び備品等を中心に計上していましたが、固定資産台帳は、 

道路などのインフラ資産を含め、すべての固定資産を計上しています。 

(3)固定資産の評価基準の変更 

【土地】 

固定資産のうち、道路などの土地について、「改訂モデル」では取得原価で資産計上して

いました。「統一的な基準」では、取得原価で資産計上しますが、昭和 59 年度以前に取得し

たものや、昭和 60 年度以降の取得であっても取得原価が不明なものについては、再調達原価

で計上します。また、無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地の簿価は原則として備

忘価額１円で計上します。 

※再調達原価とは、対象の不動産を仮にもう一度建築・造成した場合にかかる費用 

【建物・工作物等】 

一般会計等の建物や道路、公園などの工作物等について、「改訂モデル」では取得原価を基

に減価償却を行ってきましたが、「統一的な基準」では、原則として取得原価ですが、昭和59

年以前に建設された建物は、再調達原価で再評価し、減価償却を行います。 

(4)その他の主な変更 

・財務書類の作成において４表方式と３表方式（行政コスト計算書と純資産変動計算書を結

合）の選択制導入（本市は４表方式を採用）） 

⇒行政コスト計算書及び純資産変動計算書は、別々の計算書としても、結合した計算書とし
ても、行財政の効率化を目指す際に不可欠な情報を提供可能 

・貸借対照表における区分や勘定科目等の見直し（有形固定資産の目的別区分→土地、建物、

工作物など） 

⇒地方公共団体は、一般的に固定資産や固定負債の占める割合が大きいため、固定性配列法
が採用され、国の財務書類等の基準では資産の種類ごとに区分 

・行政コスト計算書における臨時損失・臨時利益の区分追加 

⇒経常的な行政コストと臨時的に生じた損失・利益を区分 

・純資産変動計算書の内訳の簡略化（固定資産台帳の財源情報を任意に）

⇒過去に取得した資産に関する正確な財源情報の収集の困難性、及び事務負担の軽減を考慮 

・資金収支計算書において、従前の経常的収支・資本的収支・財務的収支の区分を、業務活動

収支・投資活動収支・財務活動収支に変更

⇒区分ごとの支出と財源の対応関係の表示から活動区分別の表示に変更       など 

３．公会計情報の活用 

貸借対照表等の財務書類については、これまで基準モデルや総務省方式改訂モデル等により、

ほとんどの自治体で作成されていましたが、財務書類を予算編成や行政評価等に積極的に活用

している自治体は一部に限られている現状です。 
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このような状況の中、今後統一的な基準による財務書類等を、予算編成や行政評価等に積極

的に活用していくことが期待されていることから、本市においても以下の基本方針のもと、 

財務書類の基礎データである公会計情報の積極的な活用を図っていきます。 

積極的な情報公開

【基本方針】 

○現在の歳入歳出決算では把握しにくい、ストック情報・コスト情報を補い、新たな切り口により課題を 
見つけ出す。 

○公会計情報を行財政改革やアセットマネジメントに活かすなど、様々な活用方策を検討し、課題を 
解決していく。 

公会計情報から得られる指標を、行財政改革の見直しや評価の項目に加えることで、フルコスト情報

に基づくより精緻な評価を実施する。 

①施策ごとに適切な財政指標を追加

総合計画における施策評価の項目に、利用者１人あたりのコストなど各施策にふさわしい公会計に基

づく財政指標を追加する。⇒より多面的な評価が可能 

②受益者負担の見直し

使用料や手数料等を見直すとともに、市民に対する説明資料として活用する。 

 ⇒受益と負担の明確化、行政サービスの公平性 

高度経済成長期等に集中整備した公共施設の保全・更新需要が増大する中、公会計データを参考
に、計画的なマネジメントを推進する。 

①基本データの統一

 「施設カルテ」の固定資産データと公会計情報（固定資産データ）の統一を図る。 

⇒客観性、信頼性の確保 

行財政改革への活用

アセットマネジメントへの活用

本市の財政状況を検証・分析するほか、自治体間比較を行うことで行財政運営に係る課題等を見直す
ことができる。 

①財政状況の検証・分析・自治体間比較

 公会計制度の各種財政指標を検証・分析をするほか、類似団体と比較することで、本市の強み・弱みを 

明らかにし、財政運営に反映する。 

⇒財政のマネジメント強化 

②わかりやすい資料作成

 公会計情報を活用して、わかりやすい財務書類やＩＲ資料を作成し市民や投資家に情報開示する。 

⇒財政状況の見える化促進 

(1) 

(3) 

(2) 
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４．財務書類作成の基礎条件 

  本市では、統一的な基準に基づき、以下の条件で作成しています。 

 (1)連結の範囲 

  ① 普通会計 

一般会計と特別会計のうち公営事業会計を除いた会計を統合して一つの会計としてま

とめたもので、地方財政統計上統一的に用いられている会計区分です。 

  ② 公営事業会計（公営企業会計、その他公営事業会計） 

     地方財政法等の規定により、一般会計とは別に特別会計を設けて経理を行う公営企

業や事業に係る会計です。 

③ 一部事務組合・広域連合 

    広域行政のうち現在の地方公共団体の区域を変更しないで、一部の行政サービ    

スについて複数の地方公共団体が連携・共同して行う組織です。 

④ 外郭団体（市の出資法人） 

      地方公共団体の出資により設立された法人で、地方公共団体からの出資比率が 50％

以上、又は出資比率が 25％以上で地方公共団体が業務運営に主導的な立場を確保して

いる法人（補助金交付や事務事業委託などを行っている団体）です。 

     なお、全体及び連結財務諸表の範囲並びに外郭団体については、８．財務書類作成に係

る会計等の範囲（25～26ページ）をご覧ください。 

 (2)対象年度 

   令和2年度（作成基準日：令和3年3月31日） 

   なお、出納整理期間（令和3年4月1日～令和3年5月31日）における出納については、基準

日までに終了したものとして取り扱います。 

 (3)基準 

    連結の際には、連結範囲のすべての団体の数値を合算しますが、連結内部での取引 

（出資金など）については相殺による調整（相殺消去）を行っています。 

 (4)その他 

   本資料中の数値は、原則として計数ごとに四捨五入で表示しており、各表中の数値とそ

の内訳の合計値とは一致しない場合があります。また、減数又は負数は「△」で表示して

います。 

   人口は、各年度末の住民基本台帳人口（外国人含む）により算定しており、 

令和2年度末：692,374人、令和元年度末：696,367人を使用しています。 
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５．連結財務書類４表とは 

連結財務書類には次の４種類があり、下図のとおり相関関係があります。 

資産 

（現在保有している財産）

1 固定資産 

（市民や関係団体が所有する

行政サービスを提供するため

に必要な資産（土地・建物な

ど）や他団体への出資金、貸

付金、今後の財政運営に必要

な基金など） 

2 流動資産 

（現金や預金など） 

うち現金預金 

負債 

（将来世代の負担） 

1 固定負債 

（負債のうち、１年を超え

て支払期限が到来するもの

で、資産を取得するために

借入れた地方債や市職員の

退職手当引当金など） 

2 流動負債 

（負債のうち、１年以内に

支払期限が到来するもの

で、地方債や市職員の賞与

等引当金など） 

 経常費用（資産形成に結びつかない経常的なコスト）

業務費用                
・人にかかるコスト（人件費、退職手当など）

・物にかかるコスト 

（行政サービスに必要な物品購入、減価償却など）

・その他にかかるコスト（地方債の利子など）

移転費用 
（保険・福祉サービスなどの提供に係る給付金、他団体

への補助金など）

経常収益(行政サービスの直接的な対価)

純経常行政コスト     

臨時損失（災害復旧事業費、資産徐売却損など） 

臨時利益（資産売却益）

純行政コスト（市税等の財源が賄うべきコスト）

純資産 

（現在までの世代の負担）

業務活動収支 
（日常の行政活動にかかる資金収支）

投資活動収支 
（投資・出資、基金の積立て等にかかる資金収支） 

財務活動収支 
（地方債の発行・償還等にかかる資金収支） 

本年度資金収支額 ① 

前年度末資金残高 ② 

     本年度末資金残高 ③（①＋②） 

   本年度末歳計外現金残高 ④ 

本年度末現金預金残高 ⑤（③＋④）

前年度末純資産残高 

純行政コスト 

財源（税収等、国県等補助金）

固定資産等の変動 

資産評価替等 

本年度末純資産残高

＝

＋

―

○連結貸借対照表 
貸借対照表は、年度末の時点で、市及び関係団体が所有している資産（土地・建物）にどのようなものがあ

り、その資産をどんなお金（財源）で取得したかを金額で表しているものです。 

○連結行政コスト計算書
行政コスト計算書は、市民サービスを提供するために使った費用（コスト）と、その対価として得た使用

料などの収益がどの程度かを表します。 

○連結純資産変動計算書
純資産変動計算書は、「貸借対照表」の「純資産」について、１年間でどのように増減したかを 

表します。 

「純資産」は、資産形成のために現在までの世代が負担してきたもので、具体的には、市税などの税収等や

資産を取得するため国や県から歳入した補助金など返済の必要がない実質的な資産です。 

○連結資金収支計算書 
資金収支計算書は、１年間のすべての行政活動にかかるお金（資金）の出入り（収支）を、「業務活動収

支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に分けて表しているものです。なお、事務負担等に配慮して

国のマニュアルで作成しないことも許容されているため、本市では作成していません。 

連結貸借対照表 連結行政コスト計算書 

連結資金収支計算書 連結純資産変動計算書 

＝

＋

＋

＝

＝

＋

＋

＋

―

―
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Ⅲ．連結財務書類  

１．連結財務書類の概要 

業務活動収支         206億円 

投資活動収支         △248億円 

財務活動収支             30億円 

本年度資金収支額 ①     △12億円 

前年度末資金残高 ②      67億円 

本年度末資金残高 ③(①＋②)55億円 

本年度末歳計外現金残高 ④ 30億円 

本年度末現金預金残高 ⑤(③＋④)85億円

前年度末純資産残高      1兆4,411億円 

純行政コスト     5,627億円 

財源           5,632億円 

資産評価差額            △4憶円 

無償所管換等          30億円 

本年度末純資産残高    1兆4,442億円

資産 

2兆3,697億円 

1 固定資産 

2兆2,844億円 

2 流動資産 

853億円 

うち現金預金 505億円 

負債 

9,255億円 

1 固定負債 

8,406億円 

2 流動負債 

849億円 

 経常費用         5,680億円 

業務費用           2,510億円 
・人にかかるコスト          980億円 

・物にかかるコスト        1.322億円 

・その他にかかるコスト       208億円 

移転費用（移転支出的コスト） 3,170億円 

経常収益            868億円 

純経常行政コスト      4,812億円 

臨時損失          818億円 

臨時利益            3億円    

純行政コスト        5,627億円 

純資産 

1兆4,442億円 

＝

＋

―

資産：２兆 3,697 億円 負債：9,255 億円 純資産：1 兆 4,442 億円 純経常行政コスト：4,812 億円 

純資産比率：60.9％ 将来世代負担比率：20.0％ 

市民一人当たりの資産 342万円 負債 134万円 
※『貸借対照表』の数値を、令和3年3月31日現在の住民基本台帳人口 692,374人（外国人を含む）で除して算出 

連結貸借対照表 連結行政コスト計算書

連結資金収支計算書 連結純資産変動計算書 

＋

＋

＝

＋

＋

【貸借対照表の見方】 

・次世代に引き継ぐ資産額⇒2兆 3,697 億円 

・次世代の負担となる借金残高⇒9,255 億円 

【行政コスト計算書の見方】 

・１年間の経常的な行政サービスにかかったコスト 

 ⇒4,812 億円 

・受益者負担により賄われたコスト⇒868 億円 

【純資産変動計算書の見方】 

・純資産の変動額⇒31 億円 

＝

+ 

＝

―

―

作成省略 
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２．貸借対照表

（１）本年度貸借対照表の状況                         

（借方） （貸方）             （単位：億円） 

科目(借方) 一般会計等 全体 連結 科目(貸方) 一般会計等 全体 連結 

固定資産 17,926 22,765 22,844 固定負債 5,064 8,358 8,406

有形固定 
資産 

16,814 21,828 21,973 地方債 4,389 5,948 5,958

事業用 
資産 

6,835 7,166 7,282 
退職手当 
引当金 

557 600 655

インフラ 
資産 

9,905 14,139 14,144 その他 118 1,810 1,793

物品 74 523 547 流動負債 568 781 849

無形固定 
資産 

52 55 57 
1年内償還予
定地方債 

475 598 631

投資その他
の資産 

1,060 882 814 
賞与等 
引当金 

57 65 73

流動資産 294 657 853 その他 36 118 145

現金預金 104 391 505 負債合計 5,632 9,139 9,255

基金 159 159 159 

その他 31 107 194 純資産 12,589 14,283 14,442

資産合計 18,220 23,422 23,697 
負債及び純資

産合計 
18,221 23,422 23,697

①  資産の部  

  ア 「事業用資産」は、インフラ資産以外の資産（庁舎や学校など）で構成されていま

す。 

   イ 「インフラ資産」は、道路や河川、港湾、公園、防災施設の様にシステムまたはネ

ットワークの一部であること、性質が特殊で代替的利用や移動ができないなどの特徴

を有する資産で構成されています。 

   ウ 「無形固定資産」は、ソフトウェアや地役権等の無体財産で構成されています。 

   エ 「投資その他の資産」は、外郭団体等に対する出資金や基金などで構成されていま

す。 

   オ 「流動資産」は、現金預金や税等の未収金などの債権で構成されています。 

本年度における連結区分の資産合計は 2 兆 3,697 億円（前年度比＋15 億円）、負債

合計は 9,255 億円（前年度比△19億円）で、その結果、純資産合計は、 

1 兆 4,442 億円（前年度比＋34 億円）となりました。 
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②  負債の部  

   ア 「固定負債」は、地方債や未払金のうち、翌年度に支払う額を除いたものや退職手

当引当金などで構成されています。 

   イ 「流動負債」は、地方債や未払金のうち、翌年度に支払う額や賞与引当金などで構

成されています。 

学校、庁舎、文化施設、清掃施

設、公営住宅などの事業用資産

（31％）と道路などのインフラ資

産（60％）を合わせると全体の

91％となります。 

負債の約 71％を、市債（地方

債及び 1年内償還予定地方債）

が占めています。

負債の構成 

資産の構成 
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（２）市民一人当たりの貸借対照表                      

連結貸借対照表を市民一人当たりに換算すると、資産合計は342万2千円、負債合計は     

133万7千円、純資産合計は208万5千円となりました。 

                      （単位：万円） 

（３）将来世代負担比率 

将来世代負担比率とは、社会資本の整備の結果を示す固定資産合計に対する負債の割合

で、将来世代の負債の負担割合を表します。この比率が小さいほど将来世代の負担が少な

くなります。  

（単位：億円）

項 目 一般会計等 全体 連結 

有形・無形固定資産合計 （Ａ） 16,866 21,883 22,030

地方債 ※１ （Ｂ） 2,691 4,373 4,416

将来世代負担比率 

（Ｂ）／（Ａ） 
16.0(%) 20.0(%) 20.0(%)

※１ 臨時財政対策債などの固定資産等の整備の財源とならないものを除く。 

資産 一般会計等 全体 連結 
負債・ 

純資産 
一般会計等 全体 連結 

固定資産 258.9 328.8 329.9 固定負債 73.1 120.7 121.4

流動負債 8.1 11.3 12.3

流動資産 4.2 9.5 12.3 負債合計 81.2 132.0 133.7

資産合計 263.1 338.3 342.2
純資産 
合計 

181.9 206.3 208.5
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３．行政コスト計算書 

（１）本年度行政コスト計算書の状況                     

（単位：億円） 

科 目 一般会計等 全体 連結 科 目 一般会計等 全体 連結 

① 経常費用 2,826 4,544 5.680 ② 経常収益 162 582 868

業務費用 1,587 2,172 2,510 使用料及び手数料 76 348 547

人件費 724 829 980 その他 86 234 321

物件費等 823 1,161 1,322 ③ 臨時利益 1 1 3

その他の 
業務費用 

40 182 208

 移転費用 1,239 2,372 3,170
純行政 
コスト 

3,484 4,784 5,627

④ 臨時損失 821 823 818

①経常費用  

ア 「人件費」は、人にかかるコストで、主に職員給与費、賞与等引当金繰入額、退職手当

引当金繰入額で構成されています。 

  イ 「物件費等」は、物にかかるコストで、主に物件費、維持補修費、減価償却費で構成

されています。 

  ウ 「その他の業務費用」は、主に支払利息、徴収不能引当金繰入額で構成されています。 

  エ 「移転費用」は、保険・福祉サービスなどの提供に係る給付金、他団体への補助金な

ど移転支出的コストで、主に補助金等、社会保障給付、他会計への繰出金で構成され

ています。 

②経常収益  

  ア 「使用料及び手数料」は、公共施設の利用等の使用料や証明書の発行手数料などで構

成されています。 

  イ 「その他」は、利子や財産収入などで構成されています。 

③臨時損失・臨時利益  

  ア 「臨時損失」は、災害復旧事業費、資産除売却損などで構成されており、「統一的な 

    基準」より新たに設けられた区分です。 

  イ 「臨時利益」は、資産売却益などで構成されており、「統一的な基準」より新たに設 

けられた区分です。 

本年度における連結区分の経常費用は 5,680 億円（前年度比＋89 億円）、経常収益は

868 億円（前年度比△66 億円）、臨時損失は 818 億円（前年度比＋802 億円）で、その結

果、純行政コストは 5,627 億円（前年度比＋956億円）となりました。 
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（２）市民一人当たりの行政コスト計算書                    

経常費用と臨時損失を合わせ市民一人当たりに換算すると、合計は93万8千円となり、そ

こから経常収益と臨時利益の合計を控除した純行政コストは81万円3千円となりました。 

 （単位：万円） 

項 目 一般会計等 全体 連結 項 目 一般会計等 全体 連結 

経常費用  40.8 65.7 82.0 経常収益 2.3 8.4 12.5

業務費用 22.9 31.4 36.3
使用料及び 
手数料 

1.1 5.0 7.9

人件費 10.5 12.0 14.2 その他 1.2 3.4 4.6

物件費等 11.9 16.8 19.1 臨時利益 0.0 0.0 0.0

その他の 
  業務費用 

0.5 2.6 3.0

 移転費用 17.9 34.3 45.7
純行政 
コスト 

50.3 69.1 81.3

臨時損失 11.8 11.8 11.8

使用料及び手数料などで賄うこと

ができない純行政コストは、税収等

や国県補助金など財源を充当してい

ます。 

臨時的な要素を除いた経常費用

5,680 億円の内訳は、社会保障給付

などの移転費用が 3,170 億円、減価

償却費を含む物件費等が 1,322 億

円、人件費が 980 億円などとなって

おり、移転費用が全体の 56％で一番

大きな割合を占めています。

行政コストの構成 
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４．純資産変動計算書 

（１）本年度純資産変動計算書の状況                         

（単位：億円） 

科目 一般会計等 全体 連結 

前年度末純資産残高 ① 12,632 14,308 14,412

 １．純行政コスト △3,484 △4,784 △5,627

 ２．財源 3,434 4,752 5,632

税収等 1,880 2,471 2,954

   国県等補助金 1,554 2,281 2,678

３．本年度差額（１＋２） △50 △32 5

４．固定資産等の変動（内部変動） － － －

５．資産評価差額 △3 △4 △4

  ６．無償所管換等 9 11 29

 ７．比例連結割合変更に伴う差額 － － 0

本年度純資産変動額②   

      （３＋４＋５＋６＋７） 
△44 △25 30

本年度末純資産残高（①＋②） 12,588 14,283 14,442

① 「純行政コスト」は、行政コスト計算書の収支差額である純行政コストと連動します。 

② 「財源」は、地方税、地方交付税及び地方譲与税等の税収等と国県等補助金で構成さ

れます。 

③ 「固定資産等の変動」は、有形固定資産等の増加と有形固定資産等の減少などで構成

されます。 

ア 有形固定資産等の増加は、有形固定資産等の形成による保有資産の増加または形成の

ために支出した金額で構成されます。 

イ 有形固定資産等の減少は、有形固定資産等の減価償却費相当額及び除売却による減少

額などで構成されます。 

④ 「無償所管換等」は、無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等で構成されます。 

本年度における連結区分の前年度末純資産残高 1 兆 4,412 億円、「純行政コスト」が

5,627 億円（前年度比＋956 億円）に対し、地方税や国庫支出金などの「財源」が 5,632

億円（前年度比＋1,044 億円）であるため、「本年度純資産変動額」が 30 億円の増加と

なり、本年度末純資産残高は 1兆 4,442 億円（前年度比 ＋30 億円）となりました。 
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（２）純資産比率                       

負債・純資産合計に対する純資産の割合を純資産比率と言います。この割合が高いほど

負債が少なく、財政状態が健全であると言えます。地方公共団体では一般的に60％程度が

標準と言われています。 

（単位：億円）

項 目 一般会計等 全体 連結 

負債・純資産合計 （Ａ） 18,220 23,422 23,697

純資産合計    （Ｂ） 12,588 14,283 14,442

純資産比率  （Ｂ／Ａ） 69.1(%) 61.0(%) 60.9(%)
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５．資金収支計算書 

（１）本年度資金収支計算書の状況   

（単位：億円） 

科  目 一般会計等 全体 連結 

業務支出 Ａ 2,580 4,125

業務収入 Ｂ 2,670 4,334

臨時支出 Ｄ 813 815

臨時収入 Ｅ 803 804

１ 業務活動収支 Ｆ（Ｂ－Ａ＋Ｅ－Ｄ） 80 198

投資活動支出 Ｇ 380 528

投資活動収入 Ｈ 225 276 省略 

２ 投資活動収支 Ｉ（Ｈ－Ｇ） △155 △252

財務活動支出 Ｊ 510 651

財務活動収入 Ｋ 588 700

３ 財務活動収支  （Ｋ－Ｊ） 78 49

本年度資金収支 Ｍ（Ｆ＋Ｉ＋ ） 3 △5

前年度末資金残高 Ｎ 81 376

本年度末資金残高（Ｍ＋Ｎ） 84 371

① 業務活動収支（日常の行政活動にかかる資金収支）  

ア 「業務支出」は、「業務費用支出」と「移転費用支出」から構成されます。 

 ・「業務費用支出」は、人件費、物件費及び支払利息に係る支出などから構成されます。 

 ・「移転費用支出」は、補助金、社会保障給付及び他会計への繰出しに係る支出などか

ら構成されます。 

イ 「業務収入」は、税収等の収入、国県等補助金収入、使用料及び手数料収入などから

構成されます。国県等補助金収入は、国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した

収入をいいます。 

  ウ 「臨時支出」は、災害復旧事業費に係る支出などで構成されます。 

日常の行政活動の収支にあたる「業務活動収支」は前年度に比べ22億円減少し、投資等

の収支にあたる「投資活動収支」は前年度に比べ3億円の減少となりました。また、「財務

活動収支」は前年度に比べ16億円の増加となり、その結果、本年度末資金残高は371億円と

なり、前年度に比べ5億円の減少となりました。 

なお、連結資金収支計算書は作成を省略しているため、上記は全体資金収支計算書の説明とな

っています。 
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② 投資活動収支（投資、出資、基金の積立等にかかる資金収支）  

ア 「投資活動支出」は、「公共施設等整備費支出」、「基金積立金支出」、「投資及び

出資金支出」などから構成されます。 

   ・「公共施設等整備費支出」は、有形固定資産等の形成に係る支出をいいます。 

イ 「投資活動収入」は、「国県等補助金収入」、「基金取崩収入」、「貸付金元金回収

収入」などから構成されます。国県等補助金収入は、国県等補助金のうち、投資活動支

出の財源に充当した収入をいいます。 

③ 財務活動収支（地方債の発行、償還等にかかる資金収支）  

  ア 「財務活動支出」は、地方債に係る元本償還などの支出をいいます。 

イ 「財務活動収入」は、地方債発行による収入などをいいます。 
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Ⅳ．今後の対応・取組  

連結財務書類（令和２年度）を踏まえ、引き続き各会計の健全な財政運営に努めてい

きます。 

今後の主な対応策や取組内容は次のとおりです。 

（１）健全な財政運営を目指して 

   公営企業会計における市債残高は減となったものの、普通会計における市債残高

は、臨時財政対策債の発行などにより残高が増加していることから、市債発行額の

抑制・発行時期の平準化や償還期間の多様化など、市債残高の適正な管理に取り組

んでいきます。 

（２）社会保障給付の抑制を目指して 

   普通会計における生活保護費や、国民健康保険事業会計及び介護保険事業会計な

どの特別会計等における社会保障給付が増大していることから、引き続き、雇用拡

大、就労促進、保健予防及び健康づくりなどに積極的に取り組んでいきます。 

（３）外郭団体の自立的な経営の実現を目指して 

   平成28年度より静岡市立静岡病院が地方独立行政法人へ移行しました。 

今後も引き続き外郭団体の経営状況を適宜把握し、事業面・経営面に関する指導、

助言を行っていきます。 
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Ｖ．その他資料 【様式第1号】

自治体名：静岡市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,276,459,690   固定負債 835,821,511

    有形固定資産 2,182,767,327     地方債等 594,838,342

      事業用資産 716,537,227     長期未払金 5,763

        土地 509,683,592     退職手当引当金 59,951,278

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 2,361,465

        立木竹 8,553,907     その他 178,664,664

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 78,071,977

        建物 486,889,843     １年内償還予定地方債等 59,750,272

        建物減価償却累計額 △307,917,387     未払金 6,457,417

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 47,391,806     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △28,709,348     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 6,536,047

        船舶 -     預り金 2,247,487

        船舶減価償却累計額 -     その他 3,080,753

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 913,893,488

        浮標等 119,066 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 △30,928   固定資産等形成分 2,293,581,332

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △865,304,389

        航空機 1,237,232   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 △1,230,038

        航空機減損損失累計額 -

        その他 11,789

        その他減価償却累計額 △1,259

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 538,952

      インフラ資産 1,413,912,756

        土地 780,510,941

        土地減損損失累計額 -

        建物 63,044,138

        建物減価償却累計額 △28,784,262

        建物減損損失累計額 -

        工作物 1,401,569,496

        工作物減価償却累計額 △823,379,869

        工作物減損損失累計額 -

        その他 94,287

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 20,858,026

      物品 168,020,585

      物品減価償却累計額 △115,703,242

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 5,490,204

      ソフトウェア 281,098

      その他 5,209,106

    投資その他の資産 88,202,159

      投資及び出資金 15,539,616

        有価証券 1,688,812

        出資金 13,850,804

        その他 -

      投資損失引当金 △3,886,717

      長期延滞債権 2,358,566

      長期貸付金 10,282,737

      基金 64,109,708

        減債基金 33,073,472

        その他 31,036,236

      その他 241,218

      徴収不能引当金 △442,970

  流動資産 65,710,741

    現金預金 39,096,481

    未収金 8,883,253

    短期貸付金 1,224,051

    基金 15,897,592

      財政調整基金 8,620,492

      減債基金 7,277,100

    棚卸資産 257,839

    その他 1,140,847

    徴収不能引当金 △789,321

  繰延資産 - 純資産合計 1,428,276,943

資産合計 2,342,170,431 負債及び純資産合計 2,342,170,431

１．全体貸借対照表
（令和3年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：静岡市

会計：全体会計 （単位：千円）

    その他 131,058

純行政コスト 478,377,406

    その他 79,932,985

  臨時利益 189,044

    資産売却益 57,986

    資産除売却損 164,980

    投資損失引当金繰入額 219,705

    損失補償等引当金繰入額 436,068

純経常行政コスト 396,220,695

  臨時損失 82,345,755

    災害復旧事業費 1,592,017

  経常収益 58,189,716

    使用料及び手数料 34,804,488

    その他 23,385,228

      社会保障給付 69,115,513

      他会計への繰出金 -

      その他 377,078

        その他 11,809,482

    移転費用 237,213,533

      補助金等 167,720,942

      その他の業務費用 18,208,321

        支払利息 5,465,293

        徴収不能引当金繰入額 933,547

        維持補修費 17,157,303

        減価償却費 43,827,120

        その他 -

        その他 7,219,646

      物件費等 116,052,751

        物件費 55,068,328

        職員給与費 66,254,848

        賞与等引当金繰入額 6,362,190

        退職手当引当金繰入額 3,099,122

  経常費用 454,410,411

    業務費用 217,196,878

      人件費 82,935,806

２．全体行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

自治体名：静岡市

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 1,430,800,549 2,299,697,667 △868,897,118 -

  純行政コスト（△） △478,377,406 △478,377,406 -

  財源 475,197,223 475,197,223 -

    税収等 247,066,058 247,066,058 -

    国県等補助金 228,131,165 228,131,165 -

  本年度差額 △3,180,183 △3,180,183 -

  固定資産等の変動（内部変動） △5,956,204 5,956,204

    有形固定資産等の増加 35,509,998 △35,509,998

    有形固定資産等の減少 △44,334,508 44,334,508

    貸付金・基金等の増加 18,583,424 △18,583,424

    貸付金・基金等の減少 △15,715,118 15,715,118

  資産評価差額 △367,896 △367,896

  無償所管換等 1,095,558 1,095,558

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 △71,086 △887,793 816,708

  本年度純資産変動額 △2,523,606 △6,116,335 3,592,729 -

本年度末純資産残高 1,428,276,943 2,293,581,332 △865,304,389 -

３．全体純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：静岡市

会計：全体会計 （単位：千円）

本年度末資金残高 37,090,147

前年度末歳計外現金残高 1,926,591

本年度歳計外現金増減額 79,743

本年度末歳計外現金残高 2,006,334

本年度末現金預金残高 39,096,481

    その他の収入 -

財務活動収支 4,835,082

本年度資金収支額 △546,330

前年度末資金残高 37,636,477

比例連結割合変更に伴う差額 -

  財務活動支出 65,118,372

    地方債等償還支出 63,386,724

    その他の支出 1,731,648

  財務活動収入 69,953,453

    地方債等発行収入 69,953,453

    貸付金元金回収収入 1,344,156

    資産売却収入 227,404

    その他の収入 10,656

投資活動収支 △25,220,828

【財務活動収支】

    貸付金支出 1,041,014

    その他の支出 -

  投資活動収入 27,608,023

    国県等補助金収入 14,651,049

    基金取崩収入 11,374,758

【投資活動収支】

  投資活動支出 52,828,851

    公共施設等整備費支出 37,299,314

    基金積立金支出 14,438,523

    投資及び出資金支出 50,000

  臨時支出 81,525,002

    災害復旧事業費支出 1,592,017

    その他の支出 79,932,985

  臨時収入 80,430,190

業務活動収支 19,839,416

  業務収入 433,438,821

    税収等収入 239,410,576

    国県等補助金収入 136,357,400

    使用料及び手数料収入 34,401,392

    その他の収入 23,269,453

    移転費用支出 237,213,533

      補助金等支出 167,720,942

      社会保障給付支出 69,115,513

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 377,078

    業務費用支出 175,291,060

      人件費支出 86,155,503

      物件費等支出 71,973,899

      支払利息支出 5,465,293

      その他の支出 11,696,365

４．全体資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 412,504,593
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【様式第1号】

自治体名：静岡市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,284,352,644   固定負債 840,566,261

    有形固定資産 2,197,277,733     地方債等 595,834,890

      事業用資産 728,222,389     長期未払金 5,763

        土地 513,453,897     退職手当引当金 65,451,199

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 8,553,907     その他 179,274,409

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 84,933,456

        建物 501,669,014     １年内償還予定地方債等 63,092,620

        建物減価償却累計額 △314,896,858     未払金 8,874,328

        建物減損損失累計額 -     未払費用 100,861

        工作物 47,668,511     前受金 54,050

        工作物減価償却累計額 △28,945,051     前受収益 831

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 7,272,930

        船舶 -     預り金 2,298,351

        船舶減価償却累計額 -     その他 3,239,486

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 925,499,718

        浮標等 119,066 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 △30,928   固定資産等形成分 2,300,924,296

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △858,614,035

        航空機 1,237,232   他団体出資等分 1,864,582

        航空機減価償却累計額 △1,230,038

        航空機減損損失累計額 -

        その他 13,687

        その他減価償却累計額 △1,259

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 611,208

      インフラ資産 1,414,380,956

        土地 780,979,141

        土地減損損失累計額 -

        建物 63,044,138

        建物減価償却累計額 △28,784,262

        建物減損損失累計額 -

        工作物 1,401,569,496

        工作物減価償却累計額 △823,379,869

        工作物減損損失累計額 -

        その他 94,287

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 20,858,026

      物品 175,480,993

      物品減価償却累計額 △120,806,606

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 5,645,776

      ソフトウェア 426,447

      その他 5,219,329

    投資その他の資産 81,429,136

      投資及び出資金 3,061,045

        有価証券 2,223,662

        出資金 837,383

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 2,427,437

      長期貸付金 5,081,252

      基金 70,976,678

        減債基金 33,073,472

        その他 37,903,206

      その他 397,723

      徴収不能引当金 △514,999

  流動資産 85,321,536

    現金預金 50,452,177

    未収金 14,526,253

    短期貸付金 654,794

    基金 15,916,858

      財政調整基金 8,639,758

      減債基金 7,277,100

    棚卸資産 3,417,951

    その他 1,176,368

    徴収不能引当金 △822,865

  繰延資産 380 純資産合計 1,444,174,843

資産合計 2,369,674,560 負債及び純資産合計 2,369,674,560

５．連結貸借対照表
（令和3年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：静岡市

会計：連結会計 （単位：千円）

    その他 161,827

純行政コスト 562,749,413

    その他 80,047,163

  臨時利益 220,319

    資産売却益 58,492

    資産除売却損 168,719

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 481,161,832

  臨時損失 81,807,900

    災害復旧事業費 1,592,017

  経常収益 86,868,217

    使用料及び手数料 54,749,948

    その他 32,118,269

      社会保障給付 150,976,989

      他会計への繰出金 -

      その他 690,564

        その他 14,325,518

    移転費用 317,010,389

      補助金等 165,342,836

      その他の業務費用 20,840,677

        支払利息 5,493,277

        徴収不能引当金繰入額 1,021,882

        維持補修費 17,735,096

        減価償却費 45,515,998

        その他 1,199,450

        その他 11,038,130

      物件費等 132,193,844

        物件費 67,743,300

        職員給与費 76,199,705

        賞与等引当金繰入額 7,054,743

        退職手当引当金繰入額 3,692,561

  経常費用 568,030,049

    業務費用 251,019,660

      人件費 97,985,139

６．連結行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

自治体名：静岡市

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 1,441,128,670 2,306,773,011 △867,623,456 1,979,115

  純行政コスト（△） △562,749,413 △562,565,023 △184,389

  財源 563,161,902 563,092,045 69,856

    税収等 295,409,228 295,407,239 1,990

    国県等補助金 267,752,674 267,684,807 67,867

  本年度差額 412,489 527,022 △114,533

  固定資産等の変動（内部変動） △6,214,797 6,214,797

    有形固定資産等の増加 36,997,998 △36,997,998

    有形固定資産等の減少 △45,791,764 45,791,764

    貸付金・基金等の増加 19,235,046 △19,235,046

    貸付金・基金等の減少 △16,656,077 16,656,077

  資産評価差額 △367,896 △367,896

  無償所管換等 1,096,471 1,096,471

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 △282 △747 465 -

  その他 1,905,390 △361,746 2,267,137

  本年度純資産変動額 3,046,173 △5,848,716 9,009,421 △114,533

本年度末純資産残高 1,444,174,843 2,300,924,296 △858,614,035 1,864,582

７．連結純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計
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８．財務書類作成に係る会計等の範囲 

「全体」及び「連結」の範囲は、下記表のとおりです。 

区  分 会 計 名 

静

岡

市

全

体

静

岡

市

一般会計 

特

別

会

計

一般会計等 

（普通会計） 

電気事業経営記念基金会計 

土地区画整理清算金会計 

母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 

公債管理事業会計 

静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 

公

営

事

業

会

計

公営企業会計 

病院事業会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

簡易水道事業会計

収益事業会計 競輪事業会計 

その他会計 

国民健康保険事業会計 

農業集落排水事業会計 

駐車場事業会計 

介護保険事業会計 

介護保険サービス会計 

中央卸売市場事業会計 

後期高齢者医療事業会計

一部事務組合・広域連合 

共立蒲原総合病院組合 

静岡県後期高齢者医療広域連合 

静岡地方税滞納整理機構 

外 郭 団 体 

静岡市土地開発公社 

(公財)静岡市まちづくり公社 

(公財)静岡市文化振興財団 

(公財)静岡市体育協会 

(一財)静岡市動物園協会 

(財) 静岡市環境公社 

(公財)静岡市勤労者福祉サービスセンター 

(公財)静岡産業振興協会 

 (株)駿府楽市 

(社福)静岡市しみず社会福祉事業団 

(地独)静岡市立静岡病院 
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外 郭 団 体 

令和 3年 3月 31 日現在 

No 団 体 名 
資本金等 

（千円） 

市出資額 

（千円） 

出資 

割合 

（％） 

実施事業等 

１ 静岡市土地開発公社 20,000 20,000 100.0 公共用地の先行取得、駐車場事業など 

２ 
（公財）静岡市まちづくり 

公社 
386,300 386,300 100.0 

公の施設の管理運営、まちづくり支援事業 

など 

３ 
（公財）静岡市文化振興 

財団 
225,000 225,000 100.0 

市民文化会館、生涯学習センター等の 

管理運営など 

４ （公財）静岡市体育協会 300,000 300,000 100.0 体育館等のスポーツ施設の管理運営など 

５ （一財）静岡市動物園協会 10,000 5,000 50.0 
動物園関係事業の共催、動物愛護運動、 

教育普及事業など 

６ （一財）静岡市環境公社 5,000 5,000 100.0 
ごみの収集事業、し尿・浄化槽事業、 

環境保全事業など 

７ 
（公財）静岡市勤労者福祉 

サービスセンター 
100,000 100,000 100.0 

中小企業勤労者等の余暇活動・健康維持増進 

事業など 

８ （公財）静岡産業振興協会 11,006,023 7,050,000 64.1 
ツインメッセ静岡、産学交流センター等の 

管理運営など  

９ （株）駿府楽市 50,000 25,500 51.0 駿府楽市、駿府匠宿の管理運営など 

10 
（社福）静岡市しみず 

社会福祉事業団 
3,000 3,000 100.0 

地区社会福祉協議会の育成強化、 

福祉教育等の地域福祉活動など 

11 （地独）静岡市立静岡病院 4,919,484 4,919,484 100.0 病院事業 
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９．本市の財務書類作成経緯 

【平成 11年度決算 ～ 平成 19年度決算】 

「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」（平成 12 年 3 月旧自治省）

に基づく貸借対照表（バランスシート）を作成 

【平成 12年度決算 ～ 平成 19年度決算】 

同行政コスト計算書を作成 

【平成 20年度決算 ～ 平成 27年度決算】 

「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（平成 18 年 8 月総務省）によ

り、平成 21 年度までに地方公共団体の公会計の整備の推進に取り組むこととされたことを受

け、「総務省方式改訂モデル」による、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産

変動計算書」及び「資金収支計算書」の財務４表を作成 

【平成 28年度決算 ～ 】 

「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（平成 27 年１月総務省）により、「貸借対照

表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の財務４表を

作成 
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10．耐用年数表 

主な工作物の耐用年数表 

耐用年数 耐用年数省令における耐用年数 
主な分類 耐用年数 主な資産 耐用年数 

道路（林道・農道を含む） 50 
道路改良 
舗装道路（アスファルト敷） 
舗装道路（コンクリート敷） 

60 
10 
15 

治水 48 
河川 
ダム 
砂防 
流路工 

40 
80 
50 
40 

都市公園 - 
園路広場（アスファルト敷） 
植栽（緑化施設） 
管理施設 

10 
20 
50 

農業 - 
道路改良 
舗装道路（アスファルト敷） 
舗装道路（コンクリート敷） 
ダム 

60 
10 
15 
80 

治山 - 治山ダム 
流路工 

50 
40 

漁業 - 岸壁、浅橋、堤防、防波堤 50 

港湾 - 
岸壁、浅橋、堤防、防波堤 
道路改良 
舗装道路（アスファルト敷） 
舗装道路（コンクリート敷） 

50 
60 
10 
15 

航空（空港） - 
滑走路等 
格納庫、荷扱所、送受信所、
停車場 

15 
38 

海岸 - 堤防、防波堤 50 
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主な建物の耐用年数表 
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主な物品の耐用年数

備品台帳 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（耐用年数省令） 

小分類 中分類 
耐用

年数 
種類 

構造又

は用途 
細目 

印刷機 事務用機械器具類 5 器具及び備品 2 
複写機、計算機（電子計算機を除く）、金銭登録

機、タイムレコーダーその他これらに類するもの 

自動認証機 事務用機械器具類 5 器具及び備品 2 その他の事務機器 

製本機 事務用機械器具類 5 器具及び備品 2 その他の事務機器 

複写機 事務用機械器具類 5 器具及び備品 2 
複写機、計算機（電子計算機を除く）、金銭登録

機、タイムレコーダーその他これらに類するもの 

大気汚染自動測定装置 製図計測機器類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

超音波厚み計 製図計測機器類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

粉塵計 製図計測機器類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

有機物汚濁測定装置 製図計測機器類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

脂肪分離機 家事裁縫用具類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

食缶搬送コンベアー 家事裁縫用具類 5 器具及び備品 1 食事又はちゅう房用品・その他のもの 

食油ろ過器 家事裁縫用具類 6 器具及び備品 1 
電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに類する

電気又はガス機器 

冷凍庫 家事裁縫用具類 6 器具及び備品 1 
電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに類する

電気又はガス機器 

チェンバロ 音楽用具類 5 器具及び備品 11 楽器 

ピアノ 音楽用具類 5 器具及び備品 11 楽器 

サッカーゴール 体育用具類 3 器具及び備品 9 スポーツ具 

防球ネット 体育用具類 3 器具及び備品 9 スポーツ具 

じん芥車 船車類 4 車両及び運搬具 特殊自動車 じんかい車・その他のもの 

救急車 船車類 5 車両及び運搬具 特殊自動車 救急車 

工作車 船車類 4 車両及び運搬具 特殊自動車 その他特殊車体を架装したもの・その他のもの 

消防車 船車類 5 車両及び運搬具 特殊自動車 消防車 

普通乗用車 船車類 6 車両及び運搬具 車両 

自動車（二輪又は三輪自動車を除く。）・その他

のもの・その他のもの 

霊柩車 船車類 4 車両及び運搬具 特殊自動車 霊きゅう車・その他のもの 

さく岩機 産業機械器具類 2 工具 切削工具 - 

圧縮機 産業機械器具類 3 工具 ロール 

なつ染ロール、粉砕ロール、混練ロールその他

のもの 

切断機 産業機械器具類 2 工具 切削工具 - 

粉砕機 産業機械器具類 2 工具 切削工具 - 

探知機 電気機器類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

蓄電池 電気機器類 6 器具及び備品 1 
電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに類する

電気又はガス機器 

発電機 電気機器類 6 器具及び備品 1 
電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに類する

電気又はガス機器 
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備品台帳 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（耐用年数省令） 

小分類 中分類 
耐用

年数 
種類 

構造又

は用途 
細目 

放送設備 電気機器類 6 器具及び備品 2 インターホーン及び放送用施設 

無線電信電話装置 電気機器類 6 器具及び備品 2 インターホーン及び放送用施設 

純水製造装置 理化学機械器具類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

蒸気機関説明器 理化学機械器具類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

電子顕微鏡 理化学機械器具類 8 器具及び備品 4 引伸機、焼付機、乾燥機、顕微鏡その他の機器 

粉砕装置 理化学機械器具類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

油処理フェンス 理化学機械器具類 5 器具及び備品 3 試験又は測定機器 

レントゲン装置 医療機械器具類 6 器具及び備品 8 
その他のもの・レントゲンその他の電子装置を

使用する機器・その他のもの 

感覚矯正機器 医療機械器具類 6 器具及び備品 8 回復訓練機器 

小動物 ICU システム 医療機械器具類 5 器具及び備品 8 その他のもの・その他のもの・その他のもの 

人口蘇生器 医療機械器具類 6 器具及び備品 8 
その他のもの・レントゲンその他の電子装置を

使用する機器・その他のもの 

臓器撮影装置 医療機械器具類 6 器具及び備品 8 
その他のもの・レントゲンその他の電子装置を

使用する機器・その他のもの 

建物模型 標本、模型、見本類 8 器具及び備品 12 その他のもの 

理化学模型 標本、模型、見本類 8 器具及び備品 12 その他のもの 

歴史模型 標本、模型、見本類 8 器具及び備品 12 その他のもの 

プレハブ（移動式組立家屋) 雑具類 10 器具及び備品 11 その他のもの・主として金属製のもの 

遺体冷却装置 雑具類 6 器具及び備品 8 
その他のもの・レントゲンその他の電子装置を

使用する機器・その他のもの 

可搬式動力ポンプ 雑具類 15 器具及び備品 12 主として金属製のもの 

祭壇 雑具類 3 器具及び備品 11 葬儀用具 

仏具類 雑具類 3 器具及び備品 11 葬儀用具 
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